
令和５年10月末時点 （単位：千円）

1

緊急支援給付
金給付事業
【低所得者世
帯給付金】、
特別支援給付
金給付事業
【低所得者世
帯給付金】

52,500

①コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者へ
の支援策として、特に家計への影響が大きい住民税非課
税世帯及び家計急変世帯を対象に、１世帯あたり３万円
の現金を給付する。
②低所得者世帯への給付金　1,750世帯×３万円＝23,700
千円
③R５年度分の住民税非課税世帯（1,740世帯）
　R５年度分の住民税非課税世帯と同様の事情があると認
められる家計急変世帯（10世帯）

支給対象者
約1,750世
帯へ給付金
を支給する

2

緊急支援給付
金給付事業
（事務費）、
特別支援給付
金給付事業
（事務費）

2,791

①コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者へ
の支援策として、特に家計への影響が大きい住民税非課
税世帯及び家計急変世帯を対象に、１世帯あたり３万円
の現金を給付するにあたっての必要な事務費
②低所得者世帯への給付金に係る事務費　2,791千円
③R５年度分の住民税非課税世帯（1,740世帯）
　R５年度分の住民税非課税世帯と同様の事情があると認
められる家計急変世帯（10世帯）

支給対象者
約1,750世
帯へ給付金
を支給する

3
特別支援給付
金給付事業

16,200

①コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者へ
の支援策として、特に家計への影響が大きい住民税均等
割のみ課税世帯等を対象に、１世帯あたり３万円の現金
を給付する。（事業№１の横出し分）
②低所得者世帯への給付金　540世帯×３万円＝16,200千
円
③R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯（530世帯）
　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯と同様の事情が
あると認められる家計急変世帯（10世帯）

支給対象者
約540世帯
へ給付金を
支給する

6
特別支援給付
金給付事業
（事務費）

310

①コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者へ
の支援策として、特に家計への影響が大きい住民税均等
割のみ課税世帯等を対象に、１世帯あたり３万円の現金
を給付する事業№１の横出しを行うにあたっての必要な
事務費
②低所得者世帯への給付金（事業№３）に係る事務費
310千円
③R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯（530世帯）
  R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯と同様の事情が
あると認められる家計急変世帯（10世帯）

支給対象者
約540世帯
へ給付金を
支給する

9
子育て世帯応
援給付金給付
事業

7,729

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受ける子育て世
帯への支援策として、町内の子育て世帯を対象に、町独
自に児童１人あたり１万円の現金を給付する。
②給付金及び事務費
　給付金　750人（見込）×１万円＝7,500千円
　事務費　229千円
　計　　7,729千円
③高校生等（18歳）までの児童を養育している保護者等

児童約750
人の保護者
等へ給付金
を支給する

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業
　実施計画（神奈川県箱根町）

Ｎｏ 事業名
総事業費
（Ａ）

　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標
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Ｎｏ 事業名
総事業費
（Ａ）

　　　　　　　　　　　事業の概要
①目的
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

成果目標

10
省エネ家電買
替え促進事業

6,500

①コロナ禍において、電力の価格高騰の影響を受けてい
る町民への支援策として、家庭における電気料金の負担
を軽減するため、省エネ性能の高い家電製品への買替え
に係る費用の一部を補助する。
②補助金及び事務費
　補助金　100件（見込）×６万円＝6,000千円
　事務費　500千円
　＜補助対象＞
　対象機器：冷蔵庫,エアコン,テレビ
　対象経費：購入費,設置工事費,配送料
　補助額：対象経費の２分の１以内,上限６万円（１世帯
３台まで）
③町民

補助金交付
100件

11
集会所等整備
事業

1,200

①コロナ禍において、電力の価格高騰の影響を受けてい
る自治会への支援策として、自治会が所有し維持管理を
行っている集会施設の電気料金の負担を軽減するため、
施設の省エネ改修工事に係る費用の一部を補助する。
②補助金
　補助金　２団体（２施設見込）合計1,200千円
　＜補助対象＞
　対象工事：照明器具のLED化改修,空調機改修
　 補助額：対象工事費の３分の２以内,上限66万円
③自治会

補助金交付
２団体

12
箱根湯本温泉
送迎バス運行
支援補助

7,500

①新型コロナウイルス感染症の影響が長引き、観光客が
従前の水準まで回復していない中、さらに原油価格高騰
の影響を受け、厳しい運営環境にある箱根湯本温泉送迎
バスの運営事業者を支援することで、観光客の移動手段
の確保・維持を図る。
②令和５年度（上半期分）の送迎バス事業の収支赤字額
の２分の１（上限7,500千円）
③箱根湯本温泉旅館組合

補助金交付
１件

94,730合計
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